
 

         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■松山で意見交換会を行います！  

 原子力市民委員会では、「脱原子力政策大綱」をまとめていくにあたって、この中間報告を「た

たき台」として、各地で幅広い人々との意見交換会を行っています。つきましては、12月 8日(日)

に愛媛県美術館講堂にて意見交換会を開催いたします。 

 

■「脱原子力政策大綱」とは、 

 すでに破綻した原子力政策をふたたび政府が押し進めようとするのならば、われわれ市民は市

民の手で、多数の民意に立脚した脱原子力政策をつくり、実現しなければなりません。これは、

市民がつくる脱原子力政策です。 

■みなさまのご意見をお寄せください！  

参加者におかれましては、原子力利用への賛否、原子力やエネルギー政策に関する専門知識の

有無などは問いません。ぜひともみなさまの率直なご意見をお伺いし、互いにこうした問題への

理解を深めていければと思います。 

（なお、本意見交換会で提出されたご意見は、記録の上、広く原子力市民委員会のメンバー全体

に共有し、「脱原子力政策大綱」をとりまとめる過程で参考にしていく予定です。ご意見は個人

情報を除き、公開させていただくことがあります。） 

 

問い合せ 武井０９０－４５０２－６４０８・國元０９０－９７７１－９５７２ 

   

意見を出さなくても、聞くだけでも役に立ちます。

よ。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■原子力市民委員会とは 
原子力市民委員会（CCNE）は、2011年 3 月の東日本大震災による福島原発事故を受けて、脱原発社会 

の構築のために必要な情報の収集、分析および政策提言を行う市民シンクタンクを目指して、2013 年 4 月

15 日に設立されました。2014 年春を目処に「脱原子力政策大綱（第一次）」を発表する予定です。その「中

間報告」が 10 月 7 日に発表されました。 

（中間報告 http://www.ccnejapan.com/?page_id=1661 よりダウンロードすることもできます。） 
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 この「原発ゼロ社会への道──新しい公論形成のための中間報

告」の目的は、2014 年 3 月までに作成する予定の「脱原子力政

策大綱」に盛り込まれるべき主要論点について、あらかじめ原子

力市民委員会として、現時点での考え方を示し、今後の活動の一

里塚とするとともに、広く国内外の各界各層の方々のご意見をい

ただく「たたき台」を提供することである。 

 「脱原子力政策大綱」は、原子力政策改革の具体的な方向性に

ついて、できる限り包括的な全体像を示す文書とする予定であ

る。それに対し、この中間報告では、「脱原子力政策大綱」の 7 割

程度の主要な論点について現時点での検討結果をまとめたもの

である。しかしこれを一読すれば、当委員会が目指す方向性につ

いて、大筋で理解していただけるものと信ずる。 

・・・（中略）・・・ 

 この中間報告に記載した数々の論点について、皆さまがさまざ

まな視点からのご意見を寄せてくださることをお願いしたい。ま

た当委員会として中間報告に関して、双方向的な対話の場をでき

るだけ多く設けるので、ぜひ参加をお願いしたい。それをふまえ

て「脱原子力政策大綱」の作成作業を進めていきたい。 

 

（「原発ゼロ社会への道──新しい公論形成のための中間報告」 

「はじめに」より） 


